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観光地ブランディングにおけるコミュニケーション戦略
―北陸カレッジの取り組み事例を通じて―

大 田 謙一郎

１．はじめに

観光庁「令和６年度観光の動向」及び「令和６年度に講じた施策」（観光白書）」

によれば、国内旅行者が求めるニーズの上位は「温泉旅行」、「現地のグルメ」、「休

息や癒し」、「テーマパーク・美術館・博物館等」、「自然」と従来に比べて大きな変

動はないが、国内旅行市場が長期で伸び悩んでいること、この背景として高齢人口

の増加と彼らが旅行実施において様々なハードルがあることが指摘されている。他

方で、若者は地域との関わりを求める傾向があり、また近年の働き方の変化を踏ま

えると、従来の観光旅行とは異なる、地域の関係人口の創出および拡大やワーケー

ションなどの新たな旅のスタイルが求められることが示唆されている。同白書で

は、上記の傾向を踏まえて、地域の特色や観光資源の磨き上げを通した魅力向上と

適切なプロモーションを進める必要性を提言している。

上記のように、国内旅行者のニーズは従来と変わりがないが、若者を活用した関

係人口の創出等これまでにはない新たな旅のスタイルが求められている。またそう

した際に、地域の特色や観光資源の磨き上げを通した魅力向上と適切なプロモー

ションを推進することが期待されている。では、観光ブランディングやそのコミュ

ニケーション戦略における理論的課題は何だろうか。

まず、地域ブランドと観光地ブランドの違いについては、次節を参照されたい。

つまり、地域ブランドのうち、観光分野に焦点を当てながら、観光や買い物などで

特定の観光地を域外から訪問する交流人口と定住人口、したがって関係人口を増大

させる観点からとらえたものが観光地ブランドであり、地域ブランドの一部である

といえる。もちろん観光地ブランドないし観光地ブランディング以外にも産業や工

場の誘致など経済の再生とそれに向けたブランディング、教育・福祉・医療を中心

とするひとづくりのまちブランディング、環境保護やサステナビリティを訴求する

ブランディングなど地域ブランドを強化する手段は多岐にわたる。ただいずれにせ
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よ当該地域の魅力を創出する際に、地域資源の活用が期待される。それには地域が

もつアイデンティティの構築が不可欠となる。アイデンティティとは人の場合、「こ

うありたい自分」であり、製品の場合は「人々にどのように知覚されたいか」とい

う理想像を明確化し、アイデンティティに則したブランド・イメージを人々に抱い

てもらうことで差別化を図るのである。地域ブランド化においても同様に、地域が

もつ自然、歴史、文化から地域のアイデンティティを見出し、当該地域に対する社

会のニーズとすり合わせることによって明確な地域ブランドのコンセプトを打ち出

すことができる。地域の強みとは何かを把握し、地域ブランドのコンセプトを導く

ためにも地域を明確に評価し、方向性を見定めていくための地域ブランド・マネジ

メントが求められている。

小林（２０１６）は、いかに観光地にとって望ましいブランド・イメージを来訪者に

形成させるか、がブランディングにおけるコミュニケーション政策の大きな課題の

１つとして挙げている。ブランド・イメージは、顧客の心の中に形成されるブラン

ドを中核とする系統立てられたブランド連想の組み合わせであり、企業（ここでは

観光地）が理想とするブランドの姿であるブランド・アイデンティティに、顧客の

ブランド・イメージをいかに近づけるかが鍵となる。しかしながら、観光地を対象

としたブランド・コミュニケーション戦略に関するYang, Liu and Li（２０１５）、
Foroudi et al.（２０１６）、中嶋・木亦（２００９）、陶山（２０１７）などの先行研究がある
もののこの分野における研究蓄積が不足していると言わざるを得ない。

本論では、そうした問題意識を起点として、まずは地域ブランディングおよび観

光ブランディング、そのコミュニケーション戦略における先行研究の整理をおこな

う。その後、いくつかの仮説を設定したうえで定量データをもちいてその実証をお

こなうことを目的とする。

２．先行研究

（１）ブランド・イメージとは

ブランド・イメージとは、消費者の記憶内にあるブランド連想の反映としての知

覚であると定義される（Keller, １９９８）。小林（２０１６）は、ブランド・イメージに
は、識別機能の他に、意味付与機能があることを挙げている。前者は、ブランド・

ネームそのものに意味を有しており、たとえそれが意味のない単語の羅列であった

としても、ブランドとして使用されているということ自体が何らかのメッセージを

消費者に与えるというものである。それだけでなく、後者は、ブランドが結節点と
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なり、様々な要素と結びつけ、新たな意味を付与することが指摘されている。これ

らのブランドにかかわる記憶のすべてをブランド連想と呼ばれ、ブランド連想が組

み合わさって系統立てられたものがブランド・イメージであると説明される。

Kellerの定義に見られるように、単なる識別機能のみだけでなく、意味付与機能も
付随されていることから、一般的に意味的側面を含んだ系統立ったブランド連想の

反映としての知覚であると捉えることができる。

羽藤（２０２１）によれば、ブランド・イメージの測定手法として、定性あるいは定

量的調査などを用いて、ブランドに対するネガティブ・ポジティブあるいはその数

や強度を聞き出す方法と、ブランド・パーソナリティを用いた代理変数による測

定、の大きく２つあることを指摘した。双方の良し悪しがあるものの、前者は他の

研究との比較や発見事項の一般化が困難である一方で、逆に後者は、多くの研究者

が後述するビッグファイブの尺度を用いて分析しているため、比較検証が容易であ

る事が示唆された。

（２）ブランド・パーソナリティとは

ブランド・パーソナリティとは、ブランド特性を最もよく表す意味集合である

（Allen and Olson, １９９５）。ブランド・パーソナリティの概念は、製品やサービ
スから国や観光まで、あらゆるものに適応できる事が指摘されている（Bechter and
Wong, ２０１１）。また、ブランド・パーソナリティはブランド・イメージの形成に有
用であると同時に、ブランド・リレーションシップの構築においても重要な役割を

担うことが指摘されている（小林、２０１６）。

Aaker（１９９７）は、３７の有名なブランドについて１１４項目のパーソナリティ特性
をアンケート調査で評価し、５つの主要な因子を特定した。それらは、誠実（sincer-
ity）、刺激（excitement）、能力（competence）、洗練（sophistication）、素朴（rug-
gedness）である。これはビッグファイブと呼ばれ、現在のブランド・パーソナリ
ティ研究の基盤になっている。ビッグファイブについては、文化の影響も議論され

ており、松田（２００５）は、日本における調査結果から、Aakerの誠実因子の代わり
に内気因子がある事が指摘された。しかしながら、Geuens et al.（２００９）によれ
ば、ブランド・パーソナリティ研究は、各国で調査されており、アーカーを除いた

１１回に渡る調査研究において、ビッグファイブ以外の因子が確認されているもの

の、誠実の因子は１１回中９件の研究に出現し、その他の因子においても複数回出現

することが確認されていることから、アーカーが示したビッグファイブの因子は、

文化の違いによる影響が確認されているものの、汎用性のある因子であることが確
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認された。

ブランド・パーソナリティ研究は、ある意味でブランド・イメージ研究の中核部

分を形成するテーマであり、ブランドから連想される人間的特性の集合と定義され

る（Aaker,１９９７）。人々は、ブランドに自己イメージを投影し、ブランド・イメー
ジと自己イメージが一致するものを好む傾向にあることが古くから指摘されてお

り、ブランド・パーソナリティの有する効果の１つにあげられる（Sirgy, １９８２）。
ブランド・パーソナリティとブランド購入意向との関係についてもいくつもの実証

研究がなされてきた（例えば、Sirgy,１９８６；Ericksen,１９９６；胡等,２００６；利根川・
白, ２００８など）。しかしながら、地域ブランドや観光地ブランドを対象とした研究
はほとんどなく、これらを対象とした研究意義は高いと考えられる。

（３）地域ブランドとは

陶山（２０１７）によれば、ブランドは、製品・サービスや企業を識別したり、差別

化したりするための一定のまとまりと意味を持つ記号情報、安心、信頼、バリュー、

感動、夢のネクサス、言いかえると期待と約束を結びつけるものである。製品・サー

ビスとの間にブランドという「意味の絆」が結ばれたとき、顧客は単なる購買者・

使用者ではなく、ファンやマニアとなって関係性を積極的に深めてゆく。

佐々木（２０１１）は、地域ブランドと観光ブランドの違いについて、図１のように

まとめている。つまり、地域ブランドのうち、観光に特化したものが観光ブランド

であり、地域ブランドの一部であるといえる。

地域は日々の生活を営む舞台であり、仕事を始め消費や趣味、レジャー・スポー

ツ、文化活動など自己実現の舞台でもあるため、市民・NPO・行政当局、企業・
投資家、観光客・来訪者・移住者など地域を構成するステークホルダーにとって自

己のアイデンティティを表象する対象として重要な位置づけを持つ。地域ブランド

図１ 地域ブランドと観光ブランドの位置づけ

（出所）佐々木（２０１１）、図３地域ブランドの体系を元に筆者作成。
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は、それに関与するステークホルダー間の絆やリレーションシップのあり方を集約

的に表現するシンボルであり、ステークホルダーのために真のマーケットバリュー

が創造される心理的空間である。このことから地域ブランディングは、その再生や

ステークホルダーの価値を強化したり、都市計画や景観対策や地域政策や地域マネ

ジメント、さらにまちづくりの観点から重要な役割を期待されている。ポジティブ

なイメージのもつ魅力、それは人や社会を豊かにし、自信や誇りを与え、躍動させ

る。安心、信頼、感動とあこがれ―それがブランドのもつパワーである。地域も例

外ではない。

（４）地域ブランド論における観光地のブランディング

陶山（２０２１）によれば、これまで地域をブランディングするために、「夕張メロ

ン」「十勝ワイン」「あきた小町」などの特産品を代表する「モノ」のブランディン

グと「黒川温泉」などの温泉地や観光地という「場所」のブランディングの２つの

パターンに大別できることが示唆された。図１のように、地域ブランドの対象を３

つに細分化するケースもあるものの、多くは地域ブランドの対象を、特産品を中心

とした「モノ」と地域そのものやまちづくりを対象とした「場所」の２つに大別さ

れる（例えば、和田等、２００９；矢吹、２０１０）。本稿では、対象を観光地ブランディ

ングについて検討すべく、「場所」を対象とした地域ブランディングについて整理

したい。

では、場所におけるブランディングでは、どのようなことが検討すべきか。陶山

（２０２１）によれば、地域のブランド資源には、歴史、伝統、文化、芸術（美術・工

芸）、映画、寺社仏閣、祭り・イベント、ショッピング、ホテル、レストラン、映

画・観劇、エンターテインメント・ナイトライフ、ビジネス・雇用、安心、教育、

スポーツ、公園・景観、安全、衛生、健康・医療、住居、食、衣、水運・河川、運

輸・通信インフラ（道路、電車、空港、港湾）などさまざまなものがある。これら

の有形・無形の財・サービスとブランド要素の中で「コト」ベースのブランド体験

が生まれることが指摘されている（図２を参照）。その際の課題は、同じブランド

体験といっても地域内の住民・企業・団体・組織が主に期待する“日常世界”のブ

ランド資源と観光客・来街者が主に期待する“非日常世界”のブランド資源という

地域内外のブランド・バリューをどのように調整するかということである。地域を

対象とした場合、当然、そこに住む生活者もその対象となり、体験価値を中心とし

た「コト」ベースのブランディングをどのように調整すべきかを検討すべきであり、

観光客と観光地に居住する生活者との関係について考察する研究も多数ある（例え
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ば、Ribeiro et al., ２０１７；石井、２０１７など）。しかしながら、図１にある通り、本
稿は観光地のブランディングについて検討すべく、主に訪れたい観光客を対象に考

察を行う。では、観光客は、非日常世界のブランド資源に対して何を期待するのか。

Morgan et al.（２００４）によれば、観光は意欲的な消費者の顕著なライフスタイ
ルを示すものになり、余暇を過ごすためにどこに旅行するかが自己のアイデンティ

ティ、ライフスタイル、ステータスを他人にコミュニケーションし、コミュニティ

への帰属意識をもたらす手段になったと指摘している。余暇時間や稼得所得を費消

して観光地を選択する際、情緒的な訴求がなされ、会話の材料になり、名声にもな

る価値を持つかどうかが重要となる。言いかえると、ファッションと同様に、観光

図２ 地域のブランド資源と「コト」ベースのブランド体験

（出所）陶山（２０２１）、図表５-２ 地域のブランド資源と「コト」ベースのブランド体
験、１０６頁。
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地がブランド化されたライフスタイルをあらわすシンボルになってきたのである。

陶山（２０２１）によれば、旅行は日常生活の話題のひとつとして取り上げられるよ

うになっているが、旅行は関与度の高い経験、幅広く計画され、興奮をともないな

がら期待され、また懐かしく記憶に残るものでもあると示唆された。土産物や記念

の品は旅行経験を思い出させ、写真や絵はがきは友人・知人と思い出を共有するも

のになることから、観光地や地域は製品やモノのブランドと同じ役割を果たしてい

ることが指摘された。和田等（２００９）も同様に、観光客と地域との関係性を深めて

いくための価値提案として、体験価値の重要性を説いている。マーケティングが「売

るための仕組み」から「関係をつくる」マーケティングへと変化するなかで、従来

の機能価値や経済価値ではなく、より高次の価値、つまり「場」を通じた「経験」

として提示することが、観光客とのより深い関係を構築し、強いブランドを作って

いくうえで重要な役割を果たすことが指摘された。さらに、彼らは、その体験価値

を設計するうえで、「地域らしさ」すなわち地域アイデンティティが素地になるこ

とが述べられている。アイデンティティとは人の場合、「こうありたい自分」であ

り、製品の場合は「人々にどのように知覚されたいか」という理想像を明確化し、

アイデンティティに則したブランド・イメージを人々に抱いてもらうことで差別化

を図るのである。地域ブランド化においても同様に、地域がもつ自然、歴史、文化

から地域のアイデンティティを見出し、当該地域に対する社会のニーズとすり合わ

せることによって明確な地域ブランドのコンセプトを打ち出すことができる。地域

の強みとは何かを把握し、地域ブランドのコンセプトを導くためにも地域を明確に

評価し、方向性を見定めていくための地域ブランド・マネジメントが求められてい

る。

小林（２０１６）は、いかに観光地にとって望ましいブランド・イメージを来訪者に

形成させるか、がブランディングにおけるコミュニケーション政策の大きな課題の

１つとして挙げている。ブランド・イメージは、顧客の心の中に形成されるブラン

ドを中核とする系統立てられたブランド連想の組み合わせであり、企業（ここでは

観光地）が理想とするブランドの姿であるブランド・アイデンティティに、顧客の

ブランド・イメージをいかに近づけるかが鍵となろう。

（７）観光地におけるコミュニケーション戦略

横山（２０１０）は、メディアによって提供できるメッセージの柔軟性やボリューム、

リーチする範囲、情報発信の濃度、目線などが異なり、メディア同士を連携させる

ことで１つのメディアだけでは出せない相乗効果を生み出すトリプルメディアの考
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え方を示した。トリプルメディアとは、マス広告を主体とし、認知獲得に強みのあ

るペイドメディア、企業等が所有するHPなどを主体とした、リーチの範囲は狭い
がそこで与える情報・体験の深度が深く、ロイヤルティ向上に強みのあるオウンド

メディア、SNSを主体とし、第三者の文脈で発信されることで信頼を醸成するこ
とに強みのあるアーンドメディア、の３つのメディアの総称である。江端（２０１２）

もこのトリプルメディアを軸としたメディア戦略をコカ・コーラあるいはコカ・

コーラパークと呼ばれるコカ・コーラのメディア・プラットフォームの事例を通し

て説明している。彼は、新たにシェアード・メディア（他社と共同で運営するメディ

アの事。例えば流通の店内で展開される広告など。）を含めたコカ・コーラ独自の

取り組みについて紹介しているが、プラットフォーム自体はトリプルメディア中心

の考え方となっている。こうしたトリプルメディアを中心としたコミュニケーショ

ン戦略の展開は、コカ・コーラのみならず、多くの企業で採用されている（例えば、

高橋, ２０１３など）。それは地域ブランディングにおけるコミュニケーション戦略に
おいても同様である。しかし対象が観光地となった場合、製品やサービスのコミュ

ニケーション戦略とは共通する部分とそうでない部分がある。例えばYang et al.
（２０１５）によれば、観光地ブランドの顧客ベース・エクイティへの顧客経験の影響

について、２０１２年～２０１３年、中国本土で２０～３０代を中心とする５０２サンプルを用い

て共分散構造分析を行った。分析の結果、観光地のクチコミやサービス成果はその

ブランド認知、ブランドイメージ、ブランドエクイティに影響し、それらの３要因

は観光地のブランドロイヤルティに影響するが、マス広告はブランド認知やブラン

ドイメージには影響しない事が示唆された。Boisen et al.（２０１８）は、観光地な
どのプレイス・プロモーションを行う際に、自治体・行政が主体となって情報発信

されることが指摘されている。また、公益財団法人東京市町村自治調査会（２０２１）

によれば、新聞購読者数の減少の影響により、折込チラシを含めた新聞広告よりも、

広報誌の活用が進展していることが指摘されている。さらに、石井（２０１８）によれ

ば、近年、市民からの情報発信のみならず自治体・行政からの情報発信にもSNS
が有効活用されている。利用されているSNSは、Facebook、X（旧Twitter）、Insta-
gram、YouTubeが主流であることが指摘された。川崎市では、ソーシャルメディ
アを使った情報発信は即効性・手軽さ・拡散力に優れていて、地域や国に関係なく

広域への情報発信が容易であることが指摘された。また、システムの構築が不要で

あり、使用料も無料であるということから、財政負担・労力が少なくて済むことが

報告されている（川崎市, ２０１４）。一方で、畑（２０１４）は、全体の傾向として、X
やFacebookの活用を考えている自治体が多いが、住民へのアンケート結果では、
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「人と人とのつながり」以外は否定的であり、地域 SNS の行政主体による運営
には限界があることが示唆された。

以上を踏まえて、観光地を対象としたコミュニケーション戦略においてあらゆる

メディアが活用されている。現地から発信される情報源やSNSツールが主なもの
となることが想定される。特に、SNSによる情報発信は、即効性・手軽さ・拡散
性・財政や労力の負担軽減にもなる。しかしながら、一部の利用者からは、SNS
による情報発信について否定的な意見があり、自治体によるSNSの情報発信は万
能でないことが指摘されている。本稿では、ペイドメディア、オウンドメディア、

アーンドメディアといわれる所謂、トリプルメディアに加えて、現地から発信され

る情報源を加えた４つのメディアを想定したい。

（８）研究課題と仮説

先行研究では、製品・サービスにおけるブランド・パーソナリティとブランド選

択（あるいは意向）について実証されてきた（例えば、Sirgy, １９８６；Ericksen,
１９９６；胡等, ２００６；利根川・白, ２００８など）。本稿のテーマである観光地ブランド
においても同様の結果が得られるかどうかを検証したい。しかし、ブランド・パー

ソナリティは５つの因子が存在し、どの因子が有意に働くかについては多くの要素

が絡んでおり、一概に言えない。そこで本稿では、来訪意向の高いグループとそう

でないグループを比較することで、ブランド・パーソナリティに差異があるかどう

かを検証する。しかしながら、全ての因子が有意になるとは限らない。本稿におい

ては、どの因子が有意となるのかを探索的に下位仮説として検証したい。

H１：来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、ブランド・イメージ（ここ
でいうブランド・パーソナリティ）に有意な差がある。

H１-１ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、誠実因子に有意な差

がある。

H１-２ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、刺激因子に有意な差

がある。

H１-３ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、能力因子に有意な差

がある。

H１-４ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、洗練因子に有意な差

がある。

H１-５ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、素朴因子に有意な差
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がある。

次に、そのようなブランド・イメージを人々に認識させるためには、どのような

コミュニケーション手段が有効かについて検証したい。先行研究では、トリプルメ

ディアを活用した戦略が想定されている（横山、２０１０；江端、２０１２；高橋、２０１３）。

観光地を対象とした場合、それに加えて地域から発信される情報源を加える必要が

あることが指摘されている（Boisen et al.,２０１８、石井、２０１８など）。さらに、Yang
et al.（２０１５）によれば、観光地のクチコミは、ブランド・イメージにポジティブ
に影響し、逆にマス広告はブランド・イメージにほとんど影響しないことが実証さ

れている。本稿においてもそれがいえるかどうか追証したい。

以上より、各メディアがブランド・イメージにポジティブな影響を与えるかにつ

いて検証するために、以下の仮説を想定した。また、メディアの影響によって、ど

のようなブランド・イメージが醸成されるのか、についても併せて検証したい。

H２：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、ブランド・イメージによりポジ
ティブな影響を与える。

H２-１：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、誠実因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H２-２：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、刺激因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H２-３：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、能力因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H２-４：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、洗練因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H２-５：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、素朴因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H３：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、ブランド・イメージによりポ
ジティブな影響を与える。

H３-１：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、誠実因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H３-２：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、刺激因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H３-３：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、能力因子によりポジティ

長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部） 第５９巻第２号

42



ブな影響を与える。

H３-４：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、洗練因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H３-５：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、素朴因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H４：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、ブランド・イメージによりポ
ジティブな影響を与える。

H４-１：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、誠実因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H４-２：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、刺激因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H４-３：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、能力因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H４-４：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、洗練因子によりポジティ
ブな影響を与える。

H４-５：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、素朴因子によりポジティ
ブな影響を与える

H５：自治体等から発信される情報源は、他のメディアに比べて、ブランド・イメー
ジによりポジティブな影響を与える。

H４-１：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、誠実因子
によりポジティブな影響を与える。

H４-２：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、刺激因子
によりポジティブな影響を与える。

H４-３：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、能力因子
によりポジティブな影響を与える。

H４-４：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、洗練因子
によりポジティブな影響を与える。

H４-５：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、素朴因子
によりポジティブな影響を与える

最後に、仮説１の考え方を補強する意味で、ブランド・イメージから来訪意向へ

の因果関係について検証を行う。
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H６：ブランド・イメージから来訪意向へは正の因果関係にある。

３．仮説検証

（１）北陸カレッジとは

北陸カレッジとは、西日本旅客鉄道（JR西日本）と北陸エリア３県（富山県・
福井県・石川県）の自治体や大学と連携し、若者視点を活用した地域活性化、旅行

需要の喚起、学生の成長機会の創出を目的に実施された産官学連携プロジェクトの

事を指す。若者が主体となって、それらの地域課題を掘り下げ、若者ならではの発

想を活かした旅行プランを提案された取り組みである。これらの取り組みは、最終

的にJR西日本が運営する「JRおでかけネット」内の特設HP上でPRされた（室・
小菅，２０２２）。

２０１２年度から進められてきた北陸カレッジのプロジェクトだが、年代によってそ

のプラン内容が異なる。２０１７年度に提案された具体的な旅行プランとして、富山県

を対象とした「きときと小町旅」、「グルメトラディッション in富山」、石川県を対
象とした「弟子入りの旅」、「絵になる街、加賀」、福井県を対象とした「五福旅」、

「親孝行旅」の計６つが提案された（陶山，２０１７）。本研究では、北陸カレッジの

取り組みを知らない被調査者が、各旅行プランを知る事によって、北陸エリア３県

のブランド・パーソナリティによる地域イメージがどのように変化し、成果変数に

どの程度影響を与えるのか、についてアンケート調査データを用いて実証したい。

（２）調査概要

本研究における調査は、調査会社マーシュのモニター利用によるWeb調査であ
る。調査期間は、２０１７年２月１０日（金）～１６日（木）の１週間である。調査対象者

は、１８～４９歳の男女、且つ、関西２府４県に居住し、調査日より１年以内に国内旅

行に行った経験のある人に絞っている。また、性年齢による偏りを割けるため、性

年齢別均等割付を行っている。さらに、北陸カレッジの取り組みを事前に知ってい

る人を１００人に絞り、他は非認知者になるように割付を行った。最終的に集まった

有効回収実績として、各性別・年齢が１５０人前後となり、総計９１０サンプルの有効回

答数が回収できた。９１０サンプルのうち、半数近くが会社員（４５.８％）であり、次
いで専業主婦（主夫）（２９.９）となった。宿泊旅行経験者は９８.４％おり、その半数
近くが福井（４７.６％）や石川（５４.５％）に、富山（３４.２％）は３割が一度訪れた経
験があると回答した。
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（３）仮説検証

まず来訪意向が高い人ほど、そうでない人に比べてブランド・イメージが高まる

かどうかを検証するために、来訪意向の高低によって人を分けたうえで、ブランド・

イメージに差異が確認できるかどうかを分析する。加えて、各旅行プランの説明を

受ける事で、ブランド・イメージに差異が確認できるかどうかも検証したい。

分析の結果、図３の結果となった。図３は富山県を対象とした「きときと小町旅」

の旅行プランに対して、訪問したいと回答した人が説明を受ける前と後でブラン

ド・イメージがどのように変化したのか、また説明を受けた後で訪問したくないと

回答した人と比較したレーダーチャートとなっている。詳しい数値データや t検定
の結果は、後述する表１を参照されたい。

図３ 来訪意向および説明前後の違いによるブランド・イメージ
の t検定結果のレーダーチャート

（出所）筆者作成。
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その t検定によって、差異が確認された箇所については図中に矢印で示されてい
る。説明後に来訪意向が高まったグループとそうでないグループと比較すると、ブ

ランド・パーソナリティである刺激因子（にぎやかな＝３.２６＞２.７７、流行の＝３.２０
＞２.６５、楽しい＝４.０１＞３.３３）、能力因子（やすらかな＝３.７５＞３.３２、のんびりした
＝３.９１＞３.６０、くつろいだ＝３.９１＞３.４５）ならびに洗練因子（ロマンチックな＝３.４１
＞２.７５、洗練された＝３.４７＞２.９１、洒落た＝３.５４＞２.８９）の全ての項目、また誠実因
子（気軽な＝３.７３＞３.２１、自然な＝４.０３＞３.７１）および頑丈因子（古風な＝３.６８＞
３.５０、開放的な＝３.７０＞３.２０）の一部の項目において差異が確認された。また、来
訪意向が高まったグループにおいて、説明を受ける前後で比較すると、刺激因子（に

ぎやかな＝３.２６＞２.６２、流行の＝３.２０＞２.８２、楽しい＝４.０１＞３.７０）および洗練因子
（ロマンチックな＝３.４１＞３.２１、洗練された＝３.４７＞３.１３、洒落た＝３.５４＞３.０７）、
の全ての項目、また誠実因子（気軽な＝３.７３＞３.３９）および頑丈因子（開放的な＝
３.６８＞３.２７）、の一部の項目において差異が確認された。
以上から、富山のきときと小町旅について、来訪意向が高まったグループは、非

訪問意向者と比べて、刺激因子および能力因子、洗練因子のイメージが高まり、そ

れらのグループ間において有意差があることが示唆された。また、説明を受ける前

後で比較すると、刺激因子および洗練因子のイメージが高まり、それらのグループ

間において有意差があることが明らかとなった。

同様に、先ほどのきときと小町旅を含めた６つの旅行プランにおけるブランド・

イメージの平均値および t検定の結果について集計したものが表１～３となる。
まず６つのプランの共通点として、説明後の来訪意向が高まったグループと非来

訪意向のグループとで比較した場合、いずれのプランも刺激因子ならびに能力因

子、洗練因子のすべての項目において、有意差があることが確認された。逆に各プ

ランの相違点として、他のプランでは来訪意向グループとそうでないグループと比

較した場合、誠実因子の「質素な」の項目に有意差が確認できなかったが、石川：

弟子入りの旅においては有意差が確認された（質素な＝３.１９＞３.０５）。
また、他のプランでは誠実因子の「自然な」では、説明を受ける前のグループの

方が説明を受けた後のグループと比べて有意差が確認されたが、福井：親孝行旅に

ついてはそれらのグループ間において有意差が確認出来なかった（自然な＝４.１３≒
４.０３）。同じく、誠実因子の「質素な」において、他のプランでは説明を受ける前
のグループの方が説明を受けた後のグループと比べて有意差が確認出来たが、福

井：親孝行旅についてはそれらのグループ間において有意差が確認出来なかった

（自然な＝３.３２≒３.１６）。福井：親孝行旅については、同様に能力因子の「のんび
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表１ 富山旅行プランにおける来訪意向および説明前後の違いによるブランド・
イメージの平均値および t検定結果

（出所）筆者作成。
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表２ 石川旅行プランにおける来訪意向および説明前後の違いによるブランド・
イメージの平均値および t検定結果

（出所）筆者作成。
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t

t

表３ 福井旅行プランにおける来訪意向および説明前後の違いによるブランド・
イメージの平均値および t検定結果

（出所）筆者作成。
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りな」、頑丈因子の「古風な」においても同様の傾向が確認された。

旅行プランの違いによるブランド・パーソナリティの差異は、一部確認された

が、その多くは共通しており、いずれのプランにおいても、刺激因子ならびに能力

因子、洗練因子のイメージを高めることで来訪意向が高まりやすいことが示唆され

た。以上より、H１は採択され、H１-２およびH１-３、H１-４は採択され、H１-
１およびH１-５は一部採択となった。
次に、上記のブランド・イメージを人々に認識させるには、どのようなコミュニ

ケーション手段が有効かを確認すべく、共分散構造分析を用いて、各メディアとブ

ランド・イメージ間の因果関係について検証を行う。各旅行プランにおいて来訪意

向が高いグループのみに対象を絞り、彼らがどのようなメディアを参考にしている

かを確認する。

共分散構造分析の検証に先立って構成概念の測定尺度の信頼性と妥当性を検討し

た。信頼性については、α係数とComposite Reliability（CR）によって検討した。
その結果、メディア関連のα係数は低かったが（オウンドメディア＝０.３９８、自治
体等から発信される情報源＝０.３４５、アーンドメディア＝０.３６１）、それ以外の構成
概念については、０.７以上となった（事前ブランド・イメージ＝０.７９９、事後ブラン
ド・イメージ＝０.８７１）。CRについては全ての構成概念において０.６以上となった（オ
ウンドメディア＝０.７６９、自治体等から発信される情報源＝０.７５３、アーンドメディ
ア＝０.７５９、事前ブランド・イメージ＝０.９３３、事後ブランド・イメージ＝０.９４３）。
したがって、本稿の構成概念は内的一貫性を一定程度備えているといえよう（Ba-
gozzi and Yi, １９８８）。収束妥当性については、Average Variance Extracted
（AVE）を基準として検討した。その結果、両ブランド・イメージは基準値近く
の値となり、それ以外も０.５以上の基準値を超えた（オウンドメディア＝０.６２４、自
治体等から発信される情報源＝０.６０４、アーンドメディア＝０.６１２、事前ブランド・
イメージ＝０.４９８、事後ブランド・イメージ＝０.４９４）。したがって、収束妥当性が
確認できたといえよう（Fornell and Larker,１９８１）。
仮説モデルの推定には、最尤推定法による共分散構造分析を用いた。分析の結果、

図４ならびに表４の結果となった。まず、モデルの適合度は、χ２＝１５７７０.１２６, p＜
.００１, GFI＝.７２７, AGFI＝.７０１, CFI＝.６７７, RMSEA＝.０２９, BCC＝１６６００.９３１と
なった。χ２検定の結果、有意となり（p＞.０５）、GFIならびにAGFIも基準値の.７０
以上となったが、CFIは.基準値を下回った（Bagozzi and Yi,１９８８）。またRMSEA
は０.５以下となった（Browne and Cudeck,１９９３）。以上より、モデルの適合度は、
CFIのみ基準値を満たしていないが、p値やGFI、AGFI、RMSEAが基準値を満た
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していることを考慮すると、本仮説モデルの適合度は良好であると判断できる。

次に、各メディアとブランド・イメージとの関係について、全てのプランにおい

てペイドメディア以外のメディアは全て有意であった。また、有意であったオウン

ドメディア、アーンドメディア、自治体等から発信される情報源のうち、事前ブラ

ンド・イメージおよび事後ブランド・イメージに最も影響を与えていたのは、オウ

ンドメディアである（例えば、きときと小町旅、事前ブランド・イメージ；オウン

ドメディア＝.８１０＞自治体等から発信される情報源＝.２２７＞アーンドメディア＝.
１６９；事後ブランド・イメージ；オウンドメディア＝.８１５＞アーンドメディア＝.
１７０＞自治体等から発信される情報源＝.１４５）。そのため、H３は採択され、H４お
よびH５は全て有意であったことから、一部採択、そしてH２は棄却された。
H３-１～H３-５について、例えばきときと小町旅であれば、事前ブランド・イ

図４ 共分散構造分析：各メディアと事前・事後ブランド・イメージの因果関係
（富山：きときと小町旅のケース）

（出所）筆者作成。
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表４ 共分散構造分析結果：メディアと事前・事後ブランド・イメージの因果関係
（きときと小町旅、グルメトラディッショin富山、弟子入りの旅）

（出所）筆者作成。
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表５ 共分散構造分析結果：メディアと事前・事後ブランド・イメージの因果関係
（絵になる街、加賀、五福旅、親孝行旅）

（出所）筆者作成。
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メージの構成概念のうち、最も説明力が高い因子は、「くつろいだ」（０.６９６）、次点
で「やすらかな」（０.６６９）、「のんびりとした」（０.６０８）と続く。つまり、メディア
の影響によって能力因子が高まった事を意味する。他の因子とz検定したところ、
有意差が確認された（例えば「くつろいだ」であれば「のんびりとした」以外のす

べての因子において有意差が確認された、z＝５.７１、４.２４、３.２８、５.８７、４.８２、１５.５１、
７.５３、７.５３、１７.５７、３.７６７、１３.３０９、１１.０８、６.７７、p＞０.０５）。これはどの旅行プラン
に置いても同様の結果となっている。また、事後ブランド・イメージの構成概念の

うち、最も説明力が高い因子は、「やすらかな」（０.６６３）、次点で「くつろいだ」
（０.６１４）と続く。つまり、事後ブランド・イメージにおいても、メディアの影響
によって能力因子が高まったと考えられる。同様に、他の因子とz検定したところ、
すべて有意差が確認された（例えば「やすらかな」であれば「やすらかな」以外の

すべての因子において有意差が確認された、z＝８.２８、６.５１、９.４５、３.４３、７.１３、９.６６、
１４.９３、１２.０８、１８.１０、７.２８、１３.８７、１２.０９、５.２９、p＞０.０５）。同じく、どの旅行プラ
ンにおいても同様の結果が確認された。つまり、「JRおでかけネット」などのオウ
ンドメディアによって、事前あるいは事後のブランド・イメージ、具体的には「や

すらかな」や「くつろいだ」などの能力因子が高まったことが示唆された。以上よ

り、H３-１～H３-５については、H３-３のみ採択され、それ以外のH３-１、H３-
２、H３-４、H３-５は棄却された。
さらに、来訪意向に影響するのは事後ブランド・イメージである（例えば、きと

きと小町旅；.３２７、p＞０.０１）。事前ブランド・イメージも来訪意向に有意であるが、
微弱な因果関係であり（例えば、きときと小町旅；.１２３、p＞０.０１）、事前および事
後両者をz検定したところ、有意差が確認されたことから、事後ブランド・イメー
ジの方がより来訪意向へ影響することが明らかとなった（３.２７＞.１２３、z＝２.２２、p
＞０.０５）。上記の結果は、すべての旅行プランにおいても同様の結果が確認された
（表４、５参照）。以上より、H６は支持された。

以上の考察により、以下のように仮説の検証結果がまとめられる。

H１：来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、ブランド・イメージ（ここ
でいうブランド・パーソナリティ）に有意な差がある。→採択。

H１-１ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、誠実因子に有意な差

がある。→一部採択。

H１-２ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、刺激因子に有意な差

長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部） 第５９巻第２号

54



がある。→採択。

H１-３ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、能力因子に有意な差

がある。→採択。

H１-４ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、洗練因子に有意な差

がある。→採択。

H１-５ 来訪意向が高い人ほど、そうでない人と比べて、素朴因子に有意な差

がある。→一部採択。

H２：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、ブランド・イメージによりポジ
ティブな影響を与える。→棄却。

H２-１：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、誠実因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H２-２：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、刺激因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H２-３：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、能力因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H２-４：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、洗練因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H２-５：ペイドメディアは、他のメディアと比べて、素朴因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H３：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、ブランド・イメージによりポ
ジティブな影響を与える。→採択。

H３-１：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、誠実因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H３-２：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、刺激因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H３-３：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、能力因子によりポジティ
ブな影響を与える。→採択。

H３-４：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、洗練因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H３-５：オウンドメディアは、他のメディアと比べて、素朴因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H４：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、ブランド・イメージによりポ
ジティブな影響を与える。→一部採択。
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H４-１：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、誠実因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H４-２：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、刺激因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H４-３：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、能力因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H４-４：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、洗練因子によりポジティ
ブな影響を与える。→棄却。

H４-５：アーンドメディアは、他のメディアと比べて、素朴因子によりポジティ
ブな影響を与える→棄却。

H５：自治体等から発信される情報源は、他のメディアに比べて、ブランド・イメー
ジによりポジティブな影響を与える。→一部採択。

H５-１：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、誠実因子
によりポジティブな影響を与える。→棄却。

H５-２：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、刺激因子
によりポジティブな影響を与える。→棄却。

H５-３：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、能力因子
によりポジティブな影響を与える。→棄却。

H５-４：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、洗練因子
によりポジティブな影響を与える。→棄却。

H５-５：自治体等から発信される情報源は、他のメディアと比べて、素朴因子
によりポジティブな影響を与える→棄却。

H６：ブランド・イメージから来訪意向へは正の因果関係にある。→採択。

５．まとめ

（１）理論的貢献と実務的貢献

本稿では、まずは地域ブランディングおよび観光ブランディング、そのコミュニ

ケーション戦略における先行研究の整理をおこなったうえで、そこから得られた仮

説をもとに定量データをもちいて実証することを研究目的とした。

その成果として、以下の理論的貢献２点および実務的貢献２点が考えられる。ま

ず１つ目の理論的貢献として、研究蓄積が不足していた観光地を対象としたブラン

ド・パーソナリティ研究について実証研究を行うことに意義がある。また、他ブラ
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ンドと同様の成果を実証できたことが挙げられる。これまでの先行研究において、

製品やサービスを対象としたブランド・パーソナリティ研究は多く実施されてきた

が、観光地を対象とした研究は少ない。分析の結果、来訪意向が高い人ほどそうで

ない人に比べて、ブランド・パーソナリティにおける刺激因子および洗練因子のイ

メージに有意な差があるが確認された。１つの実証研究の結果に過ぎないが、少な

くとも本調査データにおいては、これまでの先行研究と同等の結果を統計的に示す

ことが出来たことは意義があろう。

次に２つ目の理論的貢献として、ブランド・イメージと併せて、コミュニケーショ

ン戦略まで含めて議論された先行研究は他になく、それらを含めて実証したことは

意義があると考えられる。具体的には、上記のブランド・パーソナリティを人々に

認識させるには、どのようなコミュニケーション手段が有効かを確認すべく、共分

散構造分析を用いて、各メディアとブランド・イメージ間の因果関係について検証

した。分析の結果、ペイドメディアを除いた、オウンドメディア、アーンドメディ

ア、自治体等から発信される情報源の３つのメディアについては、ブランド・イメー

ジを高める要因となっており、特にオウンドメディアがブランド・イメージに最も

影響を与えることが示唆された。その他の事例も追証する必要があるが、少なくと

も北陸カレッジの取り組みを推進するうえで、オウンドメディアを主体として、コ

ミュニケーション戦略を図る必要がある事が確認された。

こうした点は理論的貢献のみならず、実務的貢献に意義があると考えられよう。

また、「JRおでかけネット」などのオウンドメディアによって、事前あるいは事後
のブランド・イメージ、具体的には「やすらかな」や「くつろいだ」などの能力因

子が高まったことが示唆された。そのような能力因子に関連したブランド・イメー

ジを高めることによって、結果的に来訪意向を高めることになろう。これらの知見

は、実務的貢献に意義があると考えらる。

（２）残された課題

他方で、本稿の限界を述べたうえで、今後の実施すべき視点について確認したい。

今日の観光として、多様な関係人口との関わりの中から創出される新たな観光スタ

イルという意味では、北陸カレッジの取り組みは、産官学連携からなる多様な関係

人口の創出を踏まえた取り組みであり、優れた事例の１つであると考えられるが、

ある意味で特殊なケースであり、一般的な観光地ブランドのブランディング戦略に

ついても検証する必要がある。この分野に関する研究蓄積は不足しているため、同

様の研究が期待されている。また、関係人口の創出という意味では、成果変数とし
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て、来訪意向のみならず、態度および行動ロイヤルティなど、他の成果変数を含め

た検証が必要であろう。さらに、本モデルはメディアからブランド・イメージへ、

そしてブランド・イメージから来訪意向への因果関係を示すモデルを想定したが、

来訪意向に影響する要因は、イメージ他にも想定できるだろう。本稿は、まずは上

記の因果関係を解明すべく、その他の要因については検討しなかったが、今後はそ

の他の要因を含めて検証すべきであろう。

また、本稿ではメディア・プランニングの観点からコミュニケーション戦略につ

いて検証を行ったが、今後はメディア戦略だけでなく、どのような情報内容が期待

されているのか、などの情報源から発信される内容を含めて検証できると実務的イ

ンプリケーションとしても、貢献がより高くなることが期待される。
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助成を受けて実施された調査データでもある。共同研究に携わった全ての先生およ

び学生一同に感謝を致します。

また快く研究データを提供していただいたばかりでなく、貴重な時間をさいて的

確な助言をくださった陶山計介関西大学名誉教授に心から感謝致します。
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